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【首都直下地震に対する道路の取り組み】

０．首都直下地震の概要（政府の取組み）

１．緊急輸送道路の確保（道路橋の耐震補強）

２．緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化

３．道路の延焼防止効果（幅員の広い道路の確保）

４．電力、通信等ライフラインの確保（共同溝整備事業）

５．道路ネットワークの多重化

６．迅速な道路復旧
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■首都直下地震の被害想定（Ｈ１７．２ 中央防災会議専門調査会報告）

○首都直下地震 （Ｈ17年2月公表／１都３県において、震度６強以上が発生
死者約１３，０００人、経済被害約１１２兆円、避難者約７００万人、帰宅困難者約６５０万人）

図．震源及び震度分布
※ 新潟県中越地震の経済被害額は、新潟県によると約３兆円。ケース：東京湾北部地震（M7.3、深さ30km）
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０．首都直下型地震の概要

中央防災会議資料より
中央防災会議資料等より作成

東京湾北部地震 都心西部直下地震 阪神・淡路大震災

死者数（阪神・淡路大震災は消防庁資料）

死者数合計 １１，０００人 １３，０００人 ６，４３３人

建物倒壊等 １１，０００人 １２，０００人 ６，４３３人

揺れ ３，１００人 ３，３００人 約５，１００人

火災 風速３ｍ ２，４００人 ３，６００人

風速１５ｍ ６，２００人 ８，０００人

崖崩れ ９００人 ６００人

ブロック塀等 ８００人 ６００人

交通施設被災 ３００人 ４００人

鉄道 ３００人 ４００人

道路 ３０人 ２０人

経済被害額（阪神・淡路大震災は兵庫県資料）

経済損失額合計 ８２～１１２兆円 ７６～１０４兆円 １０兆円

交通施設被害 ３．１兆円 １．２兆円 ２．０兆円

鉄道 ０．２兆円 ０．２兆円 ０．３兆円

道路 ０．２兆円 ０．２兆円 ０．７兆円

港湾 ２．７兆円 ０．８兆円 １．０兆円

その他関連施設 ２９～５１兆円 ２７～４９兆円 ５．９兆円

住宅 ２９～５１兆円 ２７～４９兆円 ５．８兆円

下水道 ０．３兆円 ０．２兆円 ０．０７兆円

間接被害 ６．２兆円 ２．４兆円 －

道路・鉄道 １．５兆円 １．５兆円 －

港湾 ４．７兆円 ０．９兆円 －
生産,ｻｰﾋﾞｽ停止の損失等 ４４～５２兆円 ４５～５１兆円 ２．１兆円

約６００人

－
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■首都直下地震対策大綱（Ｈ１７．９ 中央防災会議決定）の概要

中央防災会議資料より作成
：道路関係施策
：特に道路と関係があるもの

緊急輸送道路のう
ち、首都中枢機能
の継続性確保のた
めに特に重要な区
間について、１日以
内に緊急車両等の
通行機能を確保
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○新幹線をまたぐ橋梁（跨線橋）の耐震補強

新幹線や高速道路をまたぐ道路の橋梁は、大規模地震
で落橋・倒壊した場合、甚大な二次的被害を招くおそれ。

新潟県中越地震においては、耐震補強を実施した橋梁の被害は
軽微であり、迅速に復旧。

新潟県中越地震（震度７）／長岡市十日町

橋脚部が被災 橋脚補強により

橋脚の被災なし
※鋼板巻き立て工法

○緊急輸送道路の橋梁の耐震補強

兵庫県南部地震（震度７）／神戸市東灘区

写真．東海道新幹線をまたぐ橋梁

・新幹線をまたぐ橋梁に倒壊等が発生した場合、約1,500人の命を運ぶ
新幹線と衝突すれば、その被害は極めて甚大。

・１日約４０万人（東海道新幹線）の乗客の足にも多大な影響。

写真．耐震補強（橋脚）の効果事例

表．緊急輸送道路の橋梁の耐震補強の実施率※

表．新幹線をまたぐ橋梁の耐震補強の実施率

→H1７～19の３箇年プログラムにより重点実施
優先的に耐震補強が必要な橋梁については、H19迄に、
高速道路、直轄国道は概ね完了、都道府県管理道路は
「優先確保ルート」を選定して概ね完了を目指す

→H17～19の３箇年プログラムにより
重点実施

概ね完了を目指す

※緊急輸送道
路の橋梁のうち、

昭和５５年より

前の道路橋示
方書を適用した

橋梁等で特に
優先的に耐震

補強を実施する

必要のある橋
梁に対する実

施率を示す。

また、耐震補
強の実施につ

いては、橋梁等
の主要部分に

対して緊急的に

行う対策を含む。
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→その他の橋梁については引き続き耐震補強を行う必要あり。

１．緊急輸送道路の確保（道路橋の耐震補強）

兵庫県南部地震以降、道路橋の耐震補強を推進し、新潟県中越地震において
は甚大な被災なし。３箇年プログラムにより道路橋の耐震補強を推進



5図．東京都における緊急輸送道路（一般道路）の橋梁耐震補強マップ（左：H16年度末、右：H19年度末見込）

■緊急輸送道路の情報提供（橋梁耐震補強マップの公表）

高速自動車国道、一般有料道路
一般国道

耐震補強完了橋梁 その他の道路（幅員5.5ｍ以上）
耐震補強一部実施橋梁 行政界
耐震補強未着手橋梁 特定重要港湾・重要港湾
耐震補強完了区間 空港
耐震補強未了区間 自衛隊主要拠点

都道府県庁・市町村役場

直轄国道及び都道府県管理道路の
緊急輸送道路の凡例

凡　　例

平成１６年度末 平成１９年度末見込

○直轄国道及び都道府県管理道路について、全国の緊急輸送道路の橋梁耐震
補強状況マップを公表済。消防・警察等の防災関係機関や国民と情報を共有。
○大規模災害時には、マップ上に被災情報を表記し、迅速に情報提供。
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おそれのある住宅・建築物

・倒壊、崩壊した住宅・建築物が緊急輸送道路をふさぎ、
救助、避難、復興を妨げるおそれ
・兵庫県南部地震の際、神戸市が、道路上に崩れ落ち
た約１万件の家屋等の瓦礫を撤去

：耐震性が不十分な
おそれのある建築物

都内Ａ地区

緊急輸送道路

緊急輸送道路沿道において、耐震性が不十分な
おそれのある建築物が存在

（注）写真は平成７年の兵庫県南部地震におけるもの

緊急輸送道路の沿道建築物の耐震改修を要請・支援

沿道建築物の耐震改修等を促進し、道路への倒壊を防止して、災害時における
緊急輸送道路の機能を確保。

道路管理者 都道府県建築部局 地方公共団体 建築物所有者
要請・情報交換

道路部局等とも連携し、都道府県耐震改
修促進計画の策定（対象道路を選定）

（国が地方公共団体を介し補助） 耐震診断・改修の実施
※Ｈ１８年度予算から道路財源

をその一部に充当

補助

２．緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化

（今後、１年以内を目処に策定）

※平成１８年１月 「建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律」施行
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■道路の幅員と延焼防止の関係(阪神-淡路大震災における神戸市長田区の事例)
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○道路の延焼防止効果

写真．火災の状況（神戸市長田区付近） 図．道路の幅員と火災延焼の関係
（神戸市長田区の事例）

３．道路における延焼被害削減対策（幅の広い道路の整備）

兵庫県南部地震において、幅員の広い道路の火災延焼防止効果を確認。

幅員の広い道路を整備することによって、大規模地震発生時における住宅等の
火災延焼を防止。
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図．被災した神戸市役所
（６階部分が圧壊）

写真．神戸市内の共同溝の状況

共同溝の被害は軽微

共同溝の概要

東京２３区の整備状況

兵庫県南部地震においては、基幹的ライフラインを収容する共同溝の損傷は軽微

図．東京２３区の共同溝整備状況
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写真．電力（２７．５万Ｖ）入溝状況
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図．兵庫県南部地震におけるライフラインの復旧状況

○共同溝は基幹的な電力、通信､ガス､上･下水道等を統合し地下に収容するもの
○兵庫県南部地震では、共同溝の損傷は軽微
○地震等に対するライフラインの安全を向上するため、共同溝整備を推進

４．電力、通信等ライフラインの確保（共同溝整備事業）


